
公立学校施設の耐震改修状況調査の結果について 
 

（平成２７年４月１日現在） 
調査結果のポイント 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅰ.校舎等の耐震化 
 
● 耐震性がない建物（小中学校）：５，２１２棟（前年度 ８，９５６棟） 

 

【耐震性がない（耐震診断未実施含む）５,２１２棟の内訳】 

→ Is 値 0.3 未満の棟数：     ８１４棟（前年度 １，２５４棟） 

→ Is 値 0.3 以上の棟数：   ３，４３５棟（前年度 ６，０８０棟） 

→ 第２次診断等が未実施の棟数： ９６３棟（前年度 １，６２２棟） 

 
 
 
● 耐震化率（小中学校）：９５．６％（前年度 ９２．５％） （113,292 棟/118,504 棟） 

※耐震化工事に先立って行う第２次診断等の実施率：９８．５％ （前年度 ９７．６％）    
●耐震化率が下位の都道府県（小中学校）        
 

●耐震性がない建物の残棟数が多い設置者（小中学校） 

 
 

 
 
 
 
 

① 広島県   ８３．５％    ⑥ 北海道   ８８．２％ 

② 福島県   ８４．９％    ⑦ 岡山県   ８９．１％ 

③ 沖縄県   ８５．７％    ⑧ 茨城県   ９０．７％ 

④ 山口県   ８６．９％    ⑨ 富山県   ９０．９％ 

⑤ 愛媛県   ８６．９％    ⑩ 島根県   ９１．６％ 

資料１ 

① 岡山市   １３４棟     ⑥ 福島市      ７２棟 

② 福山市   １３２棟     ⑦ 那覇市      ７０棟 

③ 東大阪市  １１０棟     ⑧ 函館市      ６３棟 

④ 広島市    ９０棟     ⑨ いわき市     ６３棟 

⑤ 富山市    ７８棟     ⑩ 郡山市、北九州市 ６２棟 

○公立小中学校の構造体の耐震化の状況は９５．６％となり、前年度から３．１ポ

イント上昇した。また、全国の３分の２の設置者が耐震化を完了した。 
 
○耐震対策が未実施の建物は５，２１２棟残っており（前年度８，９５６棟）、その

うち、８１４棟がＩｓ値０.３未満の建物（震度６強以上の地震に対して倒壊また

は崩壊する危険性が高い建物）である（前年度１，２５４棟）。 
 
○落下防止対策が必要な吊り天井を有する屋内運動場等は、前年度から１，３７３

棟減少し、４，８４９棟（全国の屋内運動場等の１４．５％）となった。 



 
●過去 3年間の調査結果の推移 

 

  
耐震化率 残棟数 第２次診断等実施率 

H25 H26 H27 H27 H27 

小中学校 88.9% 92.5% 95.6% 5,212 棟 98.5% 

幼稚園 79.4% 83.6% 86.7% 601 棟 90.1% 

高等学校 86.2% 90.0% 93.7% 1,866 棟 98.0% 

特別支援学校 94.6% 96.5% 98.1% 107 棟 99.7% 

合計 88.3% 91.9% 95.1% 7,786 棟 98.2% 

 

※ 以上は非木造建物の数値。 

 
●木造建物の耐震化率：８９．７％ （前年度 ８５.９％）  （927 棟/1,033 棟） 
 
 
 
Ⅱ.非構造部材の耐震点検・耐震対策 （小中学校） 
 
１.屋内運動場等の吊り天井の落下防止対策 
 

●対策が未実施の吊り天井を有する屋内運動場等： 

４，８４９棟（前年度 ６，２２２棟）  （屋内運動場等の全棟数 33,392 棟の 14.5%） 

 
※調査対象は、屋内運動場・武道場・講堂・屋内プールのうち、高さ 6 メートルを超える吊り天井、または、水平投

影面積が 200 ㎡を超える吊り天井を有する建物。 

 

●対策未実施の吊り天井を有する屋内運動場等の数が多い都道府県 
 
 
 
 
 
 
 
●平成２６年度に吊り天井の落下防止対策を行った数が多い都道府県 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 愛知県  ４１１棟     ⑥ 福岡県   ２１７棟 

② 兵庫県  ３５２棟     ⑦ 茨城県   １９８棟 

③ 東京都  ３１９棟     ⑧ 埼玉県   １９０棟 

④ 大阪府  ２６１棟     ⑨ 北海道   １８２棟 

⑤ 千葉県  ２３１棟     ⑩ 長野県   １６３棟 

① 大阪府  ３５６棟     ⑥ 神奈川県   ９２棟 

② 兵庫県  １１１棟     ⑦ 東京都    ７２棟 

③ 静岡県  １０２棟     ⑧ 長野県    ４３棟 

④ 愛知県   ９８棟     ⑨ 茨城県    ４１棟 

⑤ 福岡県   ９４棟     ⑩ 千葉県    ４０棟 

 



２.上記１以外の非構造部材の耐震点検・耐震対策 
 

● 耐震点検実施率：９３．０％（前年度 ８９．６％） （27,398 校/29,460 校） 

※人に重大な被害を与える恐れがある箇所について、学校教職員または学校設置者が学校全体の耐

震点検を実施しているかを調査したもの。 

※学校設置者が耐震点検を実施しているのは７２．０％。 

 

● 耐震対策実施率：６４．５％ （前年度 ５８．６％） （18,998 校/29,460 校） 

※人に重大な被害を与える恐れがある箇所について、耐震対策実施済の学校数及び対策が不要の学

校数の割合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 愛知県   １３２棟     ⑥ 和歌山県   ４５棟 
⑦ 兵庫県   １２０棟     ⑦ 新潟県    ３７棟 
⑧ 埼玉県    ６５棟     ⑧ 長崎県    ３６棟 
⑨ 山口県    ５９棟     ⑨ 東京都    ３４棟 
⑩ 三重県    ４９棟     ⑩ 熊本県    ３２棟 

    

⑪ 愛知県   １３２棟     ⑥ 和歌山県   ４５棟 
⑫ 兵庫県   １２０棟     ⑦ 新潟県    ３７棟 
⑬ 埼玉県    ６５棟     ⑧ 長崎県    ３６棟 
⑭ 山口県    ５９棟     ⑨ 東京都    ３４棟 
⑮ 三重県    ４９棟     ⑩ 熊本県    ３２棟 

    

① 愛知県   １３２棟     ⑥ 和歌山県   ４５棟 
② 兵庫県   １２０棟     ⑦ 新潟県    ３７棟 
③ 埼玉県    ６５棟     ⑧ 長崎県    ３６棟 
④ 山口県    ５９棟     ⑨ 東京都    ３４棟 
⑤ 三重県    ４９棟     ⑩ 熊本県    ３２棟 

    

 

調査対象： 公立学校施設の全設置者 

（福島県楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘村内の全学校を除く） 

 

調査時点： 平成２７年４月１日現在 

 

調査項目： 小学校・中学校・幼稚園（幼保連携型認定こども園含む）・高等学校・中等教育学校・

特別支援学校に係る以下の項目 

・構造体の耐震化【非木造】 

・構造体の耐震化【木造】 

・屋内運動場等の吊り天井等の落下防止対策 

・非構造部材の耐震対策 


